
福祉・介護人材の参入・定着にかかる各種データ

参考資料４



奈良県の介護人材確保の実績と将来推計
実績 推計

平成
29年度
（2017）

平成
30年度
（2018）

令和
元年度
（2019）

令和５年度
（2023）

令和７年度
（2025）

令和22年度
（2040）

需要推計 供給推計 需要推計 供給推計 需要推計 供給推計

介護職員
22,378
(17,556)

24,412
(18,605)

25,411
(19,247)

29,541
(22,199)

27,118
(19,818)

30,835
(23,196)

27,571
(20,153)

35,371
(26,598)

25,713
(18,784)

訪問介護員以外
15,784
(13,261)

16,597
(13,941)

17,447
(14,382)

20,630
(16,766)

－
21,608
(17,568)

－
24,897
(20,214)

－

介護福祉士
6,805
(6,074)

7,136
(6,339)

7,293
(6,358)

8,675
(7,463)

－
9,116
(7,854)

－
10,537
(9,077)

－

訪問介護員
6,594
(4,295)

7,815
(4,663)

7,964
(4,865)

8,911
(5,434)

－
9,227
(5,628)

－
10,475
(6,385)

－

介護福祉士
2,415
(1,921)

2,788
(2,058)

3,024
(1,781)

3,389
(2,000)

－
3,510
(2,072)

－
3,986
(2,354)

－

（ 出 典 ） 平 成 29 年 度 ～ 令 和 元 年 度 は 、 介 護 サ ー ビ ス 施 設 ・ 事 業 所 調 査
令和５年度～令和22年度は、下記の方法により推計（供給推計は合計人数のみ推計）
( )内は常勤換算による数値

※１ 常勤換算による数値は、「サービス受給者100人当たりの介護職員等常勤換算配置率」を掛けて算出
※２ 令和元年介護サービス施設・事業所調査における介護職員等数及び令和元年度介護給付費等実態調査報告におけるサービス受給者数を基に算出した配置率を適用

（参考）○需要推計の方法

 

 

各年度の 
需要人数 

当該年度の介護サービス等の
利用見込人数 

サービス受給者 100人当たりの介護
職員等配置率（※１、２） ＝ × 

○供給推計の方法【実人数】

 

 

各年度の 
供給人数 
（実人数） 

前年の 
介護職員数 

離職者数 
（※１） 

離職者のうち 
介護分野への 

再就職者数（※２） 

入職者数 
（※３） 

＝ － ＋ ＋ 

○供給推計の方法【常勤換算】

 

 
常勤換算率 

（※４） × 

各年度の 
供給人数 

（常勤換算） 
＝ 

各年度の 
供給人数 
（実人数） 

※１ 令和元年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）における令和元年の介護職員の離職率を前年の介護職員数に掛けて算出
※２ 令和元年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）における「入職した介護職員のうち、前職が介護職の割合（介護分野内の転職）」の過去５年間（平成27

年～令和元年）の平均値を当該年の離職者数に掛けて算出
※３ 最新年度（令和元年）の入職者数に、生産年齢人口減少率を掛けて算出
※４ 令和元年介護サービス施設・事業所調査における令和元年の常勤換算後の介護職員等数を実人数で除して得た数値

１



出典：厚生労働省 福祉基盤課福祉人材確保対策室

福祉・介護人材の状況

２



データ提供：厚生労働省社会・援護局

➢ 奈良県の令和４年２月の有効求人倍率は5.20倍で、全国平均の3.63倍と比較して高い水準で
ある。これは、近隣県の京都府、大阪府、和歌山県と比較しても高く、さらなる人材の充足
が必要と考えられる。

都道府県別有効求人倍率（令和４年２月）

３



奈良県における有効求人倍率・新規求人数等の推移（R4.1～R5.6)

４



全国の福祉・介護人材の現状

出典：公益財団法人 介護労働安定センター
令和４年度 介護労働実態調査

５

➢ 1 年間（令和3 年10 月1 日から令和4 年9 月30 日まで）に離職した者の勤務年
数をみると、離職者のうち「1 年未満の者」が34.4％、「1 年以上3 年未満の
者」が25.5％、「3 年以上の者」が40.2％となっている。
職種別でみると、訪問介護員は「1 年未満の者」が34.3％、「1 年以上3 年未満
の者」が22.6％、「3 年以上の者」が43.1％となっている。サービス提供責任
者は「1 年未満の者」が20.8％、「1 年以上3 年未満の者」が27.1％、「3 年以
上の者」が52.1％となっている。介護職員は「1年未満の者」が34.9％、「1 年
以上3 年未満の者」が26.4％、「3 年以上の者」が38.8％となっている。
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➢ 採用率・離職率では、1

年未満での離職率が全国

平均と比較して高くなっ

ている。

1年間の採用率・離職率（訪問介護員、介護職員、サービス提供責任者）

従業員の過不足状況

（全国計） （奈良県）

（全国計） （奈良県）

出所：介護路同安定センター「令和３年度介護労働実態調査結果」（http://www.kaigo-center.or.jp/shibu/nara/e11e7841a7377d7dd89e76f12d65853222675562.pdf）より。
全国社会福祉協議会「平成30年度・令和元年度・令和2年度・令和3年度福祉分野の求人求職動向」より。

➢ 人材の過不足状況は全国
計と大差はないが、奈良
県内では「やや不足」の
割合が多く、慢性的な人
材不足が続いている可能
性がある。

奈良県の福祉・介護人材の現状

６



介護の仕事を辞めた離職理由

出典：公益財団法人 介護労働安定センター 令和４年度 介護労働実態調査

７

➢ 離職理由として、職場の人間関係、法人や施設・事業所の理念や運営のあり方に不満が
あったためが上位となっている



現在の法人（職場）に就職した理由

８

出典：公益財団法人 介護労働安定センター 令和４年度 介護労働実態調査

➢ 現在の法人に就職した理由として、「やりたい職種・仕事内容だから」、「資格・技能が活かせるか
ら」、「通勤が便利」が上位となっている。一方「教育研修等の充実」、「福利厚生の充実」、「子育
て支援の充実」「法人の方針や理念に共感したから」といった理由が下位となっている。



労働者の年齢階級（事業所状況別）

・労働者全体では「45 歳以上50 歳未
満」が12.5％で最も高く、次いで「50 
歳以上55 歳未満」が12.4％、「55 歳以
上60 歳未満」が11.5％で、50 歳以上の
合計は49.2％で管理者に比べて低く
なっている。
・奈良県においては、「40 歳以上45 歳
未満」が13.0％で最も高く、次いで
「50 歳以上55 歳未満」が11.9％、「45
歳以上50 歳未満」が11.6％となってい
る。

出典：公益財団法人 介護労働安定センター
令和３年度 介護労働実態調査

９
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※定員・入学者数は以下の県内養成校の合計者数

平成12年度 ５校 奈良佐保短期大学、関西学研医療福祉学院、奈良文化女子短期大学

奈良福祉専門学校、関西国際社会福祉専門学院

平成17～R1年度 ２校 奈良佐保短期大学、関西学研医療福祉学院(青丹学院)

R2年度 ３校 奈良佐保短期大学、関西学研医療福祉学院(青丹学院)、奈良介護福祉中央学院

R3年度～ ４校 奈良佐保短期大学、関西学研医療福祉学院(青丹学院)、奈良介護福祉中央学院

奈良ひびき福祉専門学院

介護福祉士養成施設の状況

10
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介護福祉士修学資金貸付事業における貸付対象

外国人 日本人 外国人 日本人 外国人 日本人

関西学研医療 福祉学院 40 0 7 0 7 0 96 110

佐保短期大学 40 1 0 8 1 2 31 43

奈良介護福祉 中央学院 80 66 0 57 0 29 0 152

奈良ひびき 福祉専門学院 25 3 1 0 2 0 0 6

※１　途中退学者等は除く。

※２　修学期間内に貸し付けた総人数。

♦福祉系高校修学資金貸付事業について

【福祉科（介護系列）】※１

外国人 日本人 外国人 日本人 外国人 日本人

40

榛生昇陽高校 （子ども・福祉科） 40 0 5 0 6 0 5 16

※１　貸付対象となるのは、専門課程ごとに分かれる２年次からとなる。

※２　途中退学者等は除く。

※３　修学期間内に貸し付けた総人数。

【専攻科】※１

外国人 日本人 外国人 日本人 外国人 日本人

20 1 0 1

20 2 0 0 0 2

※１　高校を卒業した者、在留資格「介護」を有する者等が入学対象者

※２　途中退学者等は除く。

※３　修学期間内に貸し付けた総人数。

榛生昇陽高校

総合計１年次（R４年度～） ２年次（R３年度～）

宇陀高校

定員

在学生
卒業生（累計）

卒業生（累計）
総合計２年次（R４年度～） ３年次（R３年度～）

宇陀高校 （福祉科 介護系列）

定員

在学生

定員

在学生
卒業生（累計）

総合計1年次（R４年度～） ２年次（R３年度～）
※２

※１

※３

※３
※２

※２
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外国籍労働者の働きに対する評価

出典：公益財団法人 介護労働安定センター
令和４年度 介護労働実態調査 13

➢外国籍労働者を活用することについては、何らかの形で外国籍労働者を受け入れている事業所
（ＥＰＡ、在留資格「介護」、技能実習生、在留資格「特定技能1 号」、留学生のいずれか1種類
以上の方法で外国籍労働者を受け入れている事業所）においては、「労働力の確保ができる」が
82.3％と前向きな評価がみられるものの、「できる仕事に限りがある（介護記録、電話等）」が
50.4％、「利用者等との意志疎通において不安がある」が40.3％、「コミュニケーションがとりに
くい」が38.0％、「生活、習慣等の違いに戸惑いがある」が34.3％といった評価があげられている。


